
第２３号議案 

 

   加東市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件 

 

 加東市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  平成３０年３月１日提出 
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加東市条例第  号 

 

   加東市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 加東市介護保険条例（平成１８年加東市条例第１２７号）の一部を次のように改正する。 

 

第５条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年

度まで」に改め、同項第１号中「３３，０００円」を「３５，４００円」に改め、同項第２

号及び第３号中「４９，５００円」を「５３，１００円」に改め、同項第４号中「５９，４

００円」を「６３，７００円」に改め、同項第５号中「６６，０００円」を「７０，８００

円」に改め、同項第６号中「７９，２００円」を「８４，９００円」に改め、同項第７号中

「８５，８００円」を「９２，０００円」に改め、同項第８号中「９９，０００円」を「１

０６，２００円」に改め、同項第９号中「１１２，２００円」を「１２０，３００円」に改

め、同項第１０号中「１２５，４００円」を「１３４，５００円」に改め、同条第２項中「平

成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条

第３項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」

に、「１９０万円」を「２００万円」に改め、同条第４項中「平成２７年度から平成２９年

度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「２９０万円」を「３００万円」に

改め、同条第５項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２

年度まで」に改め、同条第６項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度

から平成３２年度まで」に、「２９，７００円」を「３１，８００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の加東市介護保険条例第５条の規定は、平成３０年度分の保険料から適用し、平



成２９年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 



加東市介護保険条例の一部改正（要旨） 

 

１ 改正理由 

介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第１３５号）

の公布により、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「規則」と

いう。）の一部が改正されることに伴い、介護保険料に係る基準所得金額の改正を行

うもの及び介護保険法（平成９年法律第９号）第１２９条第３項の規定に基づき、お

おむね３年間を通じ財政の均衡を保つために、介護保険料の改正を行うものである。

また、第１段階に区分される第１号被保険者の基準額に介護保険法施行令（平成１０

年政令第４１２号）で定める軽減割合を乗じることで、第１段階に区分される第１号

被保険者（市町村民税非課税世帯のうち、特に所得が低い高齢者）の保険料負担の軽

減を図る。 

 

２ 改正内容 

(1) 基準所得金額を改めること。（第５条関係） 

ア 対象者を決める保険料段階の第７段階と第８段階を区分する基準所得金額を

「１９０万円」から「２００万円」に、第８段階と第９段階を区分する基準所得

金額を「２９０万円」から「３００万円」に改める。 

(2) 介護保険料を改めること。（第５条関係） 

ア 第７期（平成３０年度から平成３２年度まで）介護保険料基準額を「年額６６，

０００円（月額５，５００円）」から「年額７０，８００円（月額５，９００円）」

に改め、第１号被保険者の前年の合計所得金額等により保険料を次の表のとおり

定める。  

イ 平成３０年度から平成３２年度までの第１段階に区分される第１号被保険者

（市町村民税非課税世帯のうち、特に所得が低い高齢者）の保険料を３１，８０

０円とする。 

保険料段

階 
対象者 

構成比

（％）

基準額に

対する割

合 

年額保険料

（円） 

第１段階 

・生活保護を受けている方 

・世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉

年金受給者又は前年の合計所得金額と課

税年金収入額の合計額が 80 万円以下の

方 

14.0

0.50 35,400

公費負担

による軽

減後は 

0.45

公費負担に

よる軽減後

は 

31,800
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第２段階 

・世帯全員が市民税非課税で、前年の合

計所得金額と課税年金収入額の合計額が

80 万円超 120 万円以下の方 

7.2 0.75 53,100

第３段階 

・世帯全員が市民税非課税で、前年の合

計所得金額と課税年金収入額の合計額が

120 万円超の方 

6.4 0.75 53,100

第４段階 

・世帯員のいずれかに市民税が課税され

ているが、本人は市民税非課税で、前年

の合計所得金額と課税年金収入額の合計

額が 80 万円以下の方 

15.0 0.90 63,700

第５段階 

・世帯員のいずれかに市民税が課税され

ているが、本人は市民税非課税で、第 4

段階以外の方 

17.9 1.00 70,800

第６段階 
・本人が市民税課税で、前年の合計所得

金額が 120 万円未満の方 
16.7 1.20 84,900

第７段階 
・本人が市民税課税で、前年の合計所得

金額が 120 万円以上 200 万円未満の方 
12.1 1.30 92,000

第８段階 
・本人が市民税課税で、前年の合計所得

金額が 200 万円以上 300 万円未満の方 
5.6 1.50 106,200

第９段階 
・本人が市民税課税で、前年の合計所得

金額が 300 万円以上 500 万円未満の方 
3.1 1.70 120,300

第 10 段階 
・本人が市民税課税で、前年の合計所得

金額が 500 万円以上の方 
2.0 1.90 134,500

合  計 ― 100.0 ― ―

 

３ 市民負担への影響 

基準額となる第５段階の年額保険料が４，８００円（月額４００円）の増となるこ

とに伴い、全ての方の年額保険料は増額となる。なお、第６期同様、国の定める９段

階を細分化し、第１０段階を設け、被保険者の負担能力に応じたきめ細かい保険料負

担段階を設定することで全体の負担額を抑えることとなっている。 

また、第１段階の保険料基準額に対する割合を０．０５引き下げることにより、第

１段階に区分される第１号被保険者の年額保険料負担は、３，６００円軽減される。 

 

４ 市財政への影響 

  介護サービス給付費等の増加により、保険料収納必要額は約２，２６４，０３２千

円で、約２６６，５５７千円の増加が見込まれる。一方、６５歳以上の方の人数が増

加すること及び保険料基準額の引き上げにより、保険料収納額が増加することで、介

護保険保険事業特別会計の収支の均衡は保たれる。 



また、第１段階に区分される第１号被保険者にかかる軽減補助金額は、３年間で総

額約１５，７２８千円、うち市の負担分は約３，９３２千円と見込んでいる。 

 

５ 施行期日  平成３０年４月１日 

 

 

 

 



新   旧   対   照   表 

現       行 改   正   案 

（保険料率） 

第５条 平成２７年度から平成２９年度までの各年度における

保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第

１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下

「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３３，

０００円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４９，５００円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４９，５００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５９，４００円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６６，０００円 

(6) 令第３９条第１項第６号に掲げる者 ７９，２００円 

(7) 令第３９条第１項第７号に掲げる者 ８５，８００円 

(8) 令第３９条第１項第８号に掲げる者 ９９，０００円 

(9) 令第３９条第１項第９号に掲げる者 １１２,２００円

(10) 令第３９条第１項第１０号に掲げる者 １２５,４０

０円 

２ 平成２７年度から平成２９年度までの令第３９条第１項第

６号イの市が定める額は、１２０万円とする。 

（保険料率） 

第５条 平成３０年度から平成３２年度までの各年度における

保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第

１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下

「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３５，

４００円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５３，１００円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５３，１００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６３，７００円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７０，８００円 

(6) 令第３９条第１項第６号に掲げる者 ８４，９００円 

(7) 令第３９条第１項第７号に掲げる者 ９２，０００円 

(8) 令第３９条第１項第８号に掲げる者 １０６，２００円

(9) 令第３９条第１項第９号に掲げる者 １２０，３００円

(10) 令第３９条第１項第１０号に掲げる者 １３４,５０

０円 

２ 平成３０年度から平成３２年度までの令第３９条第１項第

６号イの市が定める額は、１２０万円とする。 
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３ 平成２７年度から平成２９年度までの令第３９条第１項第

７号イの市が定める額は、１９０万円とする。 

４ 平成２７年度から平成２９年度までの令第３９条第１項第

８号イの市の定める額は、２９０万円とする。 

５ 平成２７年度から平成２９年度までの令第３９条第１項第

９号イの市の定める額は、５００万円とする。 

６ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の

減額賦課に係る平成２７年度から平成２９年度までの各年度

における保険料率は、同号の規定にかかわらず、２９，７０

０円とする。 

 

３ 平成３０年度から平成３２年度までの令第３９条第１項第

７号イの市が定める額は、２００万円とする。 

４ 平成３０年度から平成３２年度までの令第３９条第１項第

８号イの市の定める額は、３００万円とする。 

５ 平成３０年度から平成３２年度までの令第３９条第１項第

９号イの市の定める額は、５００万円とする。 

６ 第１項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の

減額賦課に係る平成３０年度から平成３２年度までの各年度

における保険料率は、同号の規定にかかわらず、３１，８０

０円とする。 

 

 


